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歳　入 （単位：千円）

1 517,112

1 町民税 210,996

2 固定資産税 224,156

3 軽自動車税 32,945

4 市町村たばこ税 49,015

2 53,947

1 地方揮発油譲与税 11,719

2 自動車重量譲与税 41,265

3 森林環境譲与税 963

3 144

1 利子割交付金 144

4 1,383

1 配当割交付金 1,383

5 1,560

1 株式等譲渡所得割交付金 1,560

6 9,140

1 法人事業税交付金 9,140

7 140,314

1 地方消費税交付金 140,314

8 231

1 環境性能割交付金 231

9 27,786

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 27,786

10 6,979

1 地方特例交付金 6,979

11 3,340,000

1 地方交付税 3,340,000

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

地方消費税交付金

環境性能割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

利子割交付金

地方譲与税

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　　　額

町税



（単位：千円）

12 261

1 交通安全対策特別交付金 261

13 86,662

1 分担金 26,671

2 負担金 59,991

14 63,061

1 使用料 58,569

2 手数料 4,492

15 624,915

1 国庫負担金 272,011

2 国庫補助金 349,776

3 委託金 3,128

16 508,300

1 県負担金 145,317

2 県補助金 334,748

3 委託金 28,235

17 47,594

1 財産運用収入 29,029

2 財産売払収入 18,565

18 72,106

1 寄附金 72,106

19 444,356

1 繰入金 444,356

20 20,000

1 繰越金 20,000

繰入金

繰越金

財産収入

寄附金

県支出金

使用料及び手数料

国庫支出金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

款 項 金　　　　　額
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（単位：千円）

21 160,949

1 延滞金，加算金及び過料 184

2 預金利子 66

3 受託事業収入 8,314

4 雑入 49,460

5 公営企業貸付金元利収入 102,925

22 560,200

1 町債 560,200

6,687,000

町債

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計

款 項 金　　　　　額

諸収入



歳　出 （単位：千円）

1 84,268

1 議会費 84,268

2 1,252,683

1 総務管理費 855,954

2 徴税費 74,959

3 戸籍住民基本台帳費 17,007

4 選挙費 3,348

5 統計調査費 782

6 監査委員費 1,773

7 企画費 298,860

3 1,507,118

1 社会福祉費 210,483

2 児童福祉費 676,383

3 老人福祉費 466,552

4 障害者福祉費 153,600

5 災害救助費 100

4 287,207

1 保健衛生費 278,865

2 清掃費 8,342

5 983,974

1 農業委員会費 25,940

2 農業費 464,229

3 林業費 16,682

4 水産業費 33,994

5 耕地費 443,129

6 92,419

1 商工費 92,419

商工費

衛生費

農林水産業費

民生費

総務費

款 項 金　　　　　額

議会費
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（単位：千円）

7 518,465

1 土木管理費 27,105

2 道路橋梁費 229,064

3 港湾漁港費 4,400

4 都市計画費 118,932

5 住宅費 138,964

8 226,149

1 消防費 226,149

9 810,594

1 教育総務費 301,101

2 小学校費 115,462

3 中学校費 156,829

4 社会教育費 85,171

5 保健体育費 152,031

10 1,000

1 農林水産施設災害復旧費 1,000

11 913,123

1 公債費 913,123

12 10,000

1 予備費 10,000

6,687,000歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計

公債費

予備費

災害復旧費

消防費

教育費

土木費

款 項 金　　　　　額



（単位：千円）

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利        率 償  還  の  方  法

行った後においては、当該見直 償還もしくは低利債に借換えすること

知名町畑地かんがい園芸産地確立事業費 2,100

体金融機構資金及び銀行等縁故 　ただし、町財政の都合により据置期

は証券発行

　　　　　　　　　　　　第　　２　　表　　　地　　方　　債　　　 　　　　　　　　　　

廃止路線代替バス運行委託事業費 36,000 証書借入又 年6.0%以内 政府資金については、その融資条件

航路航空路運賃軽減等事業費

り入れる政府資金、地方公共団 権者と協定するものとする。

自治振興委託事業費 25,200

デジタル活用推進事業費 6,100

（ただし、利率見直し方式で借

6,300

ができる。

資金について、利率の見直しを 間及び償還期限を短縮し、または繰上子育て支援拠点施設改修事業費

により、銀行その他の場合にはその債

12,400

1,500 し後の利率）

30,600

30,700

子ども医療費助成事業費

県営畑地帯総合整備事業費（担い手育成型） 12,500

産科医療体制確保支援事業費

2,500

水道施設再編推進事業費

鹿児島県地域離島精神医学寄附講座負担金事業費
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（単位：千円）

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利        率 償  還  の  方  法

証書借入又 年6.0%以内

（ただし、利率見直し方式で借

り入れる政府資金、地方公共団

政府資金については、その融資条件

は証券発行

体金融機構資金及び銀行等縁故

資金について、利率の見直しを

により、銀行その他の場合にはその債

権者と協定するものとする。

　ただし、町財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、または繰上

償還もしくは低利債に借換えすること

ができる。

1,500

行った後においては、当該見直

し後の利率）

外国語指導業務委託費 5,400

社会資本整備総合交付金事業費（住宅費） 81,500

沖高教育振興助成事業費

県営畑地帯総合整備事業費（担い手支援型） 18,000

5,000

中山間総合整備事業費 3,000

11,400

社会資本整備総合交付金事業費（道路橋梁費） 5,100

町単道路改良工事費

県営農村地域防災減災事業費

道路メンテナンス事業費

27,600

防災・安全交付金事業費（道路橋梁費）

フローラルパーク施設整備事業費

46,800

1,800

知名漁港整備事業費 3,100



（単位：千円）

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利        率 償  還  の  方  法

権者と協定するものとする。

体金融機構資金及び銀行等縁故 　ただし、町財政の都合により据置期

資金について、利率の見直しを 間及び償還期限を短縮し、または繰上

証書借入又 年6.0%以内 政府資金については、その融資条件

は証券発行 （ただし、利率見直し方式で借 により、銀行その他の場合にはその債

3,500 り入れる政府資金、地方公共団

図書館LED化改修事業費 1,800

田皆中学校予防改修事業費 65,300

43,400

公立学校情報機器整備事業費 8,500

住吉小学校予防改修事業費

46,200消防車両整備事業費 行った後においては、当該見直 償還もしくは低利債に借換えすること

計 560,200

し後の利率） ができる。消防本署高規格救急車整備事業費 15,400

教職員住宅改修事業費
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給　　与　　費　　明　　細　　書
 １   特 別 職

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

期 末 手 当

区       　 分 職 員 数 報 酬 給 料 （千円） 地 域 寒 冷 地 そ の 他 の 計 共 済 費 合 計 備　　　考

年間支給率 手 当 手 当 手 当
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(3.5)

(3.5)

(3.5)

計 467 68,407 23,136 18,438 6,632 116,613 12,938 129,551

(3.45)

(3.45)

(3.45)

計 493 71,583 23,136 18,250 6,632 119,601 14,419 134,020

0.05

0.05

0.05

計 △ 26 △ 3,176 0 188 0 △ 2,988 △ 1,481 △ 4,469

10,858

2,152

0

157

31

5,240

11,015

2,183

5,240

0

0

4,675

50,049

54,6069,416

26,247

45,190

48,164 1,8851,957

2,827 29,074

3,118 29,365

1,416 46,435

54,0428,695

△3,614

△564

△291

157

△ 3,145 △ 469

△ 721

0 △ 291

4,675 26,247

45,347

そ の 他 の
特 別 職

長 等

45,0191,957

0

0

6,804

16,332

本 年 度

長 等

議 員

そ の 他 の
特 別 職

前 年 度

比 較

議 員

そ の 他 の
特 別 職

長 等

議 員

2

0

0

6,804

37,251

34,332

34,075

△ 26

34,332

453

2

0

△ 3,176

表中「その他の手当」は町長・副
町長分退職手当負担金及び通勤手
当の計

表中「その他の手当」
は教育長分退職手当負
担金及び通勤手当の計

表中「その他の手当」
は教育長分退職手当負
担金及び通勤手当の計

12

479

表中「その他の手当」は町
長・副町長分退職手当負担金
及び通勤手当の計

12

16,332
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 ２   一 般 職

   （１）  総     括

給　　　　　　与　　　　　　費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 246 253,484 451,927 378,887 1,084,298 204,867 1,289,165 職員及び会計年度任用職員

前 年 度 251 227,246 464,988 379,836 1,072,070 186,086 1,258,156 職員及び会計年度任用職員

比 較 △ 5 26,238 △ 13,061 △ 949 12,228 18,781 31,009

扶 養 単 身 赴 任 住 居 通 勤 費 用 特 殊 勤 務 時間外勤務 宿 日 直 管 理 職 期 末 勤 勉 児 童 管 理 職 特 別 退 職 手 当

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 弁 償 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当 組 合負担金
計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当の
本 年 度 19,834 0 14,484 2,314 3,916 3,665 25,712 705 4,236 131,748 108,258 18,225 180 45,610 378,887

内 訳 前 年 度 18,856 0 12,849 2,601 3,581 4,204 33,486 660 4,200 130,199 109,092 14,305 210 45,593 379,836

比 較 978 0 1,635 △ 287 335 △ 539 △ 7,774 45 36 1,549 △ 834 3,920 △ 30 17 △ 949

備　　　　　　　　　　考



　　　ア　職員

給　　　　　　与　　　　　　費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 121 451,927 321,416 773,343 158,503 931,846

前 年 度 123 464,988 327,553 792,541 146,829 939,370

比 較 △ 2 △ 13,061 △ 6,137 △ 19,198 11,674 △ 7,524

扶 養 単 身 赴 任 住 居 通 勤 費 用 特 殊 勤 務 時間外勤務 宿 日 直 管 理 職 期 末 勤 勉 児 童 管 理 職 特 別 退 職 手 当

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 弁 償 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当 組 合負担金
計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当の 本 年 度 19,834 0 14,484 2,314 3,665 23,741 705 4,236 101,386 87,036 18,225 180 45,610 321,416

内 訳 前 年 度 18,856 0 12,849 2,601 4,204 31,183 660 4,200 103,124 89,768 14,305 210 45,593 327,553

比 較 978 0 1,635 △ 287 0 △ 539 △ 7,442 45 36 △ 1,738 △ 2,732 3,920 △ 30 17 △ 6,137

　　　イ　会計年度任用職員

給　　　　　　与　　　　　　費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 125 253,484 57,471 310,955 46,364 357,319

前 年 度 128 227,246 52,283 279,529 39,257 318,786

比 較 △ 3 26,238 5,188 31,426 7,107 38,533

扶 養 単 身 赴 任 住 居 通 勤 費 用 特 殊 勤 務 時間外勤務 宿 日 直 管 理 職 期 末 勤 勉 児 童 管 理 職 特 別 退 職 手 当

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 弁 償 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 務 手 当 組 合負担金
計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当の 本 年 度 3,916 1,971 30,362 21,222 57,471

内 訳 前 年 度 3,581 2,303 27,075 19,324 52,283

比 較 335 △ 332 3,287 1,898 5,188

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
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  （２）　職員給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増 減 額 備　　　　考

（千円） （千円）

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 追 加 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 13,061

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 △ 4,470

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,667

給　　　料

職 員 手 当

△ 13,061

△ 6,137

課長補佐、次長及び係長級の職員数の減

課長補佐、次長及び係長級の職員数の減

課長補佐、次長及び係長級の職員数の減

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　明



  （３）　職員給料及び職員手当の状況

 　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 （ 円 ） 技能労務職 （ 円 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 311,244

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 352,034

平 均 年 齢 （ 歳 ） 39.11

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 315,033

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 351,262

平 均 年 齢 （ 歳 ） 39.04

　　イ　初任給

一  般  行  政  職 技  能  労  務  職
国　　　　の　　　　制　　　　度

　　　　　　　 （ 円 ）               　  （ 円 ） 一般行政職 （ 円 ） 技能労務職 （ 円 ）

中　 学　 卒         211,500         211,500

高 　校　 卒 200,300 223,200 200,300 223,200

大 　学　 卒 225,600         225,600         

区　　　　分

令和８年１月１日 現 在

令和７年１月１日 現 在
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　  ウ　等級別職員数

区　　    分 一　　 　般　　 　行　　 　政　　　 職 技　　 　能　　 　労　　 　務　　　 職

級 職　　員　　数 構　　成　　比 級 職　　員　　数 構　　成　　比
　　　　　　　（人） 　　　　　　　（％） 　　　　　　　（人） 　　　　　　　（％）

７　　級 1 0.83      　　　  　　　  　　　 

６　　級 18 14.88      　　　  　　　  　　　 

５　　級 18 14.88     ５　　級

４　　級 17 14.05     ４　　級

３　　級 22 18.18     ３　　級

２　　級 25 20.66     ２　　級

１　　級 20 16.53     １　　級

計 121 100.00     計

７　　級 1 0.81      　　　  　　　  　　　 

６　　級 18 14.63      　　　  　　　  　　　 

５　　級 20 16.26     ５　　級

４　　級 19 15.45     ４　　級

３　　級 20 16.26     ３　　級

２　　級 25 20.33     ２　　級

１　　級 20 16.26     １　　級

計 123 100.00     計

令和７年１月１日 現 在

令和８年１月１日 現 在



  　（等級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級 ７　　　級

主事又は
高度の知識又は経
験

主査、主任又は 係長、所長又は 課長補佐、次長 課長、事務局長 課長、事務局長

技師の職務
を必要とする業務
を

これと同等の職 これと同等の職 等の職務 又は参事の職務 又は参事の職務

行う主事又は技師
の

の職務 の職務

職務

１　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級 ５　　　級  　　　　　  　　　　　

１．初級技能職 １．初級技能職 １．相当の技能 高度の技能又は 特に高度の技術

員の職務 員の職務 又は経験を必要 経験を必要とす 又は経験を必要

とする技能職員 る技能職員の職 とする職務

２．労務職員の ２．労務職員の の職務 務  　　　　　  　　　　　

職務 職務

２．相当の経験

を必要とする労

務職員の職務

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職
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　 エ　昇給

代　 　表 　　的 　　な 　　職 　　種

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

121 121

121 121

０号給（人) 10 10

１号給（人) 0 0

２号給（人) 2 2

３号給（人) 33 33

４号給（人) 76 76

５号給（人) 0 0

６号給（人) 0 0

比  率   （Ｂ）／（Ａ）   　　（％） 100.00 100.00

123 123

123 123

０号給（人) 10 10

１号給（人) 0 0

２号給（人) 5 5

３号給（人) 37 37

４号給（人) 71 71

５号給（人) 0 0

６号給（人) 0 0

比  率   （Ｂ）／（Ａ）   　　（％） 100.00 100.00

号給数別内訳

号給数別内訳

合　　　　　　計

本

年

度

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

区　　                  分

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）



　 オ　期末手当・勤勉手当

支　給 　期 　別 　支　 給　 率

区　　　　分 ６   月 12   月 支 給 率 計 備　　　　考

（月分） （月分） （月分）

課長等、課長補佐等の職を占める職員 10％加算

係長又は主査等の職を占める職員 ５％加算

技能、労務職の５級の職員 10％加算

技能、労務職の４級及び３級の職員 ５％加算

課長等、課長補佐等の職を占める職員 10％加算

係長又は主査等の職を占める職員 ５％加算

国 の 制 度 2.325 2.325 4.65

本 年 度

前 年 度

2.325 2.325 4.65

2.300 2.300 4.60

10％加算

５％加算

技能、労務職の５級の職員

技能、労務職の４級及び３級の職員

有

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の 級 等 に よ る 加 算 措 置
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　 カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最  高  限  度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　　　　　　考

(月分） (月分） (月分） (月分）

定 年 退 職
（ 支 給 率 ）

26.365500 33.270750 47.709000 47.709000

応 募 認 定 退 職
（ 支 給 率 ）

26.365500 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職
特　例　措　置
(2％～45％加算)

平成26年４月１日より
早期退職募集制度適用

国 の 制 度
（ 支 給 率 ）

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職
特　例　措　置
(2％～45％加算)

平成25年11月１日より
早期退職募集制度適用

・本町の退職手当支給率は、鹿児島県市町村総合事務組合の規定に基づく。

・国家公務員の退職手当支給率の引下げ（平成30年１月１日以降の退職から）

区　　　　　分



　 キ　特殊勤務手当

代　 　 表 　　 的 　　 な 　　 職 　　 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

　１．保育士手当

　２．指導主事手当

　 ク　その他の手当

区　　　　　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

管 理 職 手 当 同

宿 日 直 手 当 同

時 間 外 勤 務 手 当 異

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

労働基準法による

 　　　　　

 　　　　　

 　　　　　

 　　　　　

 　　　　　

区　　　　　　　　　　　　　　分 全　 　 職 　　 種

0.81 0.81 0.00

18.18 18.18 0.00
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（単位：千円）
前々年度末(R6) 前 年 度 末 (R7) 当 該 年 度 末 現 在 高

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
現 在 高 現 在 高 起 債 見 込 額 元金償還見込額 見 込 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ（Ｂ+Ｃ-Ｄ）

1 一 般 公 共 事 業 債 98,595 68,105 27,814 40,291

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 債 693,938 765,870 81,500 26,984 820,386

3 災 害 復 旧 事 業 債 665 1,700 1,700

4 教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 債 301,122 233,077 64,214 168,863

5 一 般 単 独 事 業 債 1,531,335 1,838,936 45,200 31,694 1,852,442

6 辺 地 対 策 事 業 債 1,880,416 1,820,778 236,200 241,326 1,815,652

7 過 疎 対 策 事 業 債 2,058,776 2,185,147 166,600 334,068 2,017,679

8 減 収 補 て ん 債 4,822 3,669 611 3,058

9 減 税 補 て ん 債 563 125 125 0

10 臨 時 財 政 対 策 債 1,238,528 1,096,588 138,824 957,764

11 水 道 事 業 債 （ 一 般 会 計 出 資 債 ） 251,406 1,010,297 30,700 2,022 1,038,975

12 脱 炭 素 化 推 進 事 業 債 12,800 78,157 1,790 76,367

                       地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

                       当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　　　分

当 該 年 度 (R8 年 度 ) 中 増 減 見 込

計 8,072,966 9,102,449 560,200 869,472 8,793,177
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